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東京都犯罪被害者等支援施策検討委員会（令和７年度第１回） 議事要旨 

 

日 時 令和７年５月 22日（木） 午後 4時 55分から午後 6時 5分まで 

場 所 都庁第一本庁舎 33階 Ｓ２会議室 

出席者 別紙のとおり 

欠席者 なし 

議 題 １ 第４期東京都犯罪被害者等支援計画に基づく施策・事業の実施状況について 

２ 第５期東京都犯罪被害者等支援計画について 

要 旨  

（１）議題１ 第４期東京都犯罪被害者等支援計画に基づく施策・事業の実施状況について 

〇 資料１～２により、事務局から説明 

・令和６年度の東京都総合相談窓口の対応件数は、合計 7,085 件、性犯罪・性暴力被害者ワン

ストップ支援センターの対応件数は、合計 7,110件 

 

〇資料３により、事務局から説明 

・昨年度、Tokyo被害者支援ノートは、一部改訂の上 1,300部作成・配布したほか、ノートの活

用マニュアルや事例集を配布した。今年度は、マニュアル等を活用した区市町村向けの研修

会を実施し、区市町村窓口における対応能力の一層の向上を図る。 

・昨年度末時点で、産婦人科の協力医療機関数は、目標値である 130か所を超え、133か所だっ

た。加えて、精神科の協力医療機関を、22か所確保した。  

・昨年度、性犯罪・性暴力被害に関する小学生向け及び中学生以上向けの相談窓口リーフレッ

トを作成、また、子供・保護者向け相談窓口広報として、夏休み・冬休み期間に周知用動画

を SNS広告、駅サイネージにて放映する等、事業の拡充を行った。 

・令和２年度以降、経済的支援は年々申請件数が増加している。特に無料法律相談の増加率が

高く、法的支援のニーズが高い。 

 

（２）議題２ 第５期東京都犯罪被害者等支援計画について 

〇 資料４により、事務局から説明 

・昨年度「犯罪被害者等の実態に関する調査」を実施し、ホームページで結果を公表した。 

・性犯罪等を除く犯罪被害者等に対する調査では、東京都総合相談窓口の認知度は、約７割

で、知った時期は全員が｢被害後」と回答した。 

経済的な給付等が十分との回答は、３割に満たない状況だった。 

・性犯罪・性暴力被害者等に対する調査では、東京都性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援

センターの認知度は、約５割で、知った時期は８割以上が「被害後」と回答した。 

・犯罪及び性犯罪・性暴力被害者等の約４割が、周囲の方や、警察・窓口の言動に傷ついた経

験があると回答した。 

 

〇 委員からの意見 

・支援窓口の一般認知度が低く、都民に対する普及啓発が重要 

・二次的被害が生じることのないよう、対応等に関する研修・啓発等を行うことが重要 

・引き続き、経済的支援など被害者等支援策及び性犯罪等被害者支援の取組の充実・強化が 

必要 

・広域自治体として都内の犯罪被害者等の総合的な施策の推進のため、区市町村との連携・ 

支援強化が重要 



２ 

別 紙  
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